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認知症サポート医養成研修を受講して

� 久米郡医師会　岩　本　博　通

　平成14年に介護保険が始まり、包括ケアシステムも全容が明らかになってきた。
　地域での具体的な取り組みを模索中であったが、今回「認知症サポート医養成研修」
が開かれるとのことで　９月12・13日の大阪会場を受講した。
　高齢化社会を迎え2012年時点で65歳以上の４人に１人が認知症（462万人）、もしく
はプレ認知症（MCI：mild�cognitive� impairment）と推計されている。2025年には認
知症高齢者は700万人に達すると考えられている。
　本年度から始まった新オレンジプランのなかで、「認知症になっても本人の意思が
尊重され、できる限り住み慣れた地域のよりよい環境の中で暮らし続けることができ
る社会」の実現をめざし、そのために認知症の早期発見・早期対応をするべく、かか
りつけ医の認知症対応力向上、認知症疾患センターが整備されてきた。
　美作地区では、昨年（財）江原積善会積善病院にセンターが設立され、本年になり
真庭地区もそれに合流した。
　問題行動を持つ認知症の患者で、かかりつけ医を持たず介護サービスも受けていな
い人たちに対応すべく、平成30年までに各行政単位で認知症初期集中支援チームを作
ることも法律化された。認知症サポート医は、その中にあって、主な役割は下記の５
つである。
　①　その初期集中支援チームの一員になる
　②　かかりつけ医研修の企画・立案・講師
　③　かかりつけ医の認知症診断等に関する相談役、アドバイザー
　④　地域医師会・地域包括支援センターとの連帯づくりの協力
　⑤　認知症医療に係る正しい知識の普及と推進
　養成研修を受講したものの、一介の内科医である小生には、かなり荷が重く、尻込
みをしてしまう内容だった。
　当日は、サポート医養成研修に全国から200人、初期チーム養成研修（各行政単位
の包括支援センターから２名ずつ）に200人、計400人の参加であった。研修最後にワー
クショップがあり、数名のケアマネージャーと話す機会を得たが、「サポート医に期
待するのは、問題ケースの方に、医師として説得してもらうことだけだ」と言われた
のは、いささかショックであった。
　１ケースにつき　チームで２時間余りの会議も必要となり、開業医にその時間がと
れるかどうか、大いに疑問が残った。
　認知症ケアパス作成も始まるが、机上の空論にならぬよう、いかに効率よく簡素化
していくかが課題であるととともに、各行政単位の温度差を改善してもらわねば、医
師側がどんなにがんばっても、からまわりになるだろうと、あらためて痛感した２日
間であった。
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医療事故調査制度の開始
　愈々 10月１日より「医療事故調査制度」が実施される。本制度は院内事故調査を
基本と定め、医療事故の再発防止により医療の安全を確保する事を目的とした制度
で個人の責任を追及するものではない。全ての医療機関は医療に起因したと疑われ
る死亡・死産について、管理者が予期しなかった事案については、医療事故調査・
支援センター（第三者機関：日本医療安全調査機構）に遅滞なく報告する事となった。
院内事故調査を行い、調査結果を報告、遺族に対しては調査の目的・結果について
遺族が希望する方法で説明するよう努めなければならない。
　「医療事故調査等支援団体」として初期対応には県医師会が中核的役割を担うこと
になる。発生直後の電話相談、調査手法に関する相談助言、他の支援団体と院内事
故調査の設置運営等の連絡調整、解剖、死亡診断に関する支援、必要に応じて、専
門家の派遣、支援センターへの報告書作成等の支援にあたることになる。
　「医療事故調査・支援センターの業務」①院内事故調査の報告により収集した情報
の整理及び分析　②情報の整理分析結果報告　③医療機関の管理者又は遺族から調
査の依頼があった場合に、調査を行い、その結果を管理者及び遺族に報告　④医療
事故調査に従事する者に対し、事故調査に係る知識・技能に関する研修　⑤医療事
故調査の実施に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び支援　⑥医療事故の再発
防止に関する普及啓発　⑦医療の安全の確保を図るために必要な業務

『インシデント、ヒヤリ・ハット事例の収集、集計・分析』
　個人の責任を追及するのでなく、問題事象を共有し、対策を検討することは透明
性の確保、再発防止、安全の確保に繋がる。
　厚生労働省は、2001年10月から、「医療安全対策ネットワーク整備事業」（ヒヤリ・
ハット事例収集事業）を開始した。第１回～第10回までヒヤリ・ハット事例収集が
なされ、厚労省より分析結果の情報提供が行われていた。
　2004年度から「（公財）日本医療機能評価機構」が事業を引き継ぎ、第11回以降の
事例収集を行い、集計・分析結果は本財団のホームページに公表している。
　2004年７月１日、本財団に医療事故防止センター（現医療事故防止事業部）を付
設し、2004年10月７日、法令に基づく医療事故情報の収集を開始して、ヒヤリ・ハッ
ト事例、医療事故情報と併せて総合的に分析し、医療事故防止事業の運営委員の方
針に基づいて、専門家より構成される総合評価部会による取り纏めを経て報告書を
作成している。2006年度より特に周知すべき事例を「医療安全情報」として作成し、
提供している。
　本財団は報告書や医療安全情報を本事業に参加している医療機関、関係団体、行
政機関等に送付すると共にホームページに掲載するなど広く社会に公表している。
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　2015年６月25日に第41回報告書2015年１月～３月の医療事故情報収集等事業報告
書を公表した。報告件数は1,020件で前年同期より249件増加し、四半期ごとの報告で
初めて1,000件を越えた。「障害の残る可能性なし」の事例が274件、死亡事例は85件だっ
た。ヒヤリ・ハット事例情報の報告件数は7,347件だった≪特定機能病院など報告義
務対象医療機関が275施設、任意参加の医療機関が729施設≫。
　６月25日時点で検索ページでは医療事故情報14,627件、ヒヤリ・ハット事例35,032
件が検索できる。
　（http：//www.med-safe.jp/）
＊＊�平素よりどんな些細な事象でも全員が報告し、再発を防止しようとする意識を

持てる勤務環境であれば安全の確保に繋がる。安全管理委員会で共有すべき問
題点を取り上げ、又、上記Webから類似の事例を抽出し、合わせて検討し、再
発防止に努める。

　◦≪人は誰でも、つもりがなくてもミスを犯す危険がある≫
　　　うっかり、ぼんやり、思い込み、慣れ、不確認…
　◦先ずは始業の挨拶から体調を観る。良好なコミュニケーションを心掛ける。
　◦緊急時はやむを得ないが、平素より５分前精神・ゆとりを心掛ける。
　◦指さし確認：�カルテ入力、体重、処方薬剤の単位・投与法、注射・点滴薬剤、

機器の点検…
　◦目を見て指示・復唱を‼　一度に二つの口頭指示は出さない。
　◦忙しすぎる時は要注意だが、暇な時も緩み過ぎると…
　◦終業間際の駆け込み患者の診察は敢えてゆっくりと‼
　◦�診察時、付き添い同伴者からも問診・聴取を要し、検査、治療、処方など全て

本人からだけでなく付き添いからも誤解のないようにICを得る事が必要である。
＊＊＊医事紛争の防止と処理のガイドブックをご再読ください。＊＊＊

� 自省をこめて
� （文責　医療事故対策委員　寺島直之）
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地域肝炎対策サポーター研修会の受講者募集について

　肝炎ウイルスに感染していても自覚症状がほとんどないことから、感染していることを知ら
ない方や感染が判明しても専門医療機関を受診していない方が、多数存在することが推定され
ます。
　このため岡山県では、医療機関の医療従事者、職域の健康管理担当者等を対象として、肝炎
ウイルス検査の受検勧奨や検査の結果陽性と判明した人を肝炎専門医療機関へ受診勧奨するた
めの知識と能力を習得した人材「地域肝炎対策サポーター」を養成するための研修会を次のと
おり開催します。
　この研修会は平成23年度から７回研修会を実施し、現在250名の方に「地域肝炎対策サポー
ター」に登録していただいており、将来的には300名以上の登録を目標としております。今回
は倉敷市内での開催となりますので、特に県南西部や高梁・新見地域の方の積極的な参加をお
待ちしています。
　また、今年度も引き続き地域肝炎対策サポーターの対象となる方の出席についてご配慮いた
だきますとともに、出席された方の地域肝炎対策サポーターへの就任についてご協力をお願い
します。

記
日　　時　　平成27年10月19日（月）　14時～ 16時30分　（受付は13時30分から）
会　　場　　倉敷市芸文館　アイシアター
　　　　　　（住所：倉敷市中央１−18−１　TEL�08６-４3４-0４00）
対 象 者　　医療機関・健診機関に勤務する医療従事者、事業所の健康管理担当者他
内　　容　　１　「最新の肝炎治療」
� 岡山医療センター　消化器科　肝臓内科医長　松下　公紀�先生
　　　　　　２　「地域肝炎対策サポーターに期待する役割と
　　　　　　　　 　肝炎陽性者フォローアップ事業、医療費助成制度等」
� 岡山県保健福祉部健康推進課　副参事　富松　　俊
　　　　　　３　「肝炎ウイルス検査受診勧奨の具体的取組みについて」
� 岡山大学病院　新医療研究開発センター　助教　難波志穂子
主　　催　　�岡山県、岡山県医師会、岡山県肝炎対策協議会、岡山県肝疾患診療連携拠点病院

等連絡協議会
後　　援　　岡山県病院協会、岡山県薬剤師会、岡山県看護協会
申込方法　　FAX、電子メール、電子申請、郵送にてお願いします。
　　　　　　岡山県健康推進課HPに募集案内、受講申込書を掲載しています。
　　　　　　　http://www.pref.okayama.jp/page/389282.html
　　　　　　参加費は無料です。
申込期限　　平成27年10月15日（木）
事 務 局　　岡山県保健福祉部健康推進課　感染症対策班　（担当：富松　俊）
　　　　　　〒700-8570　岡山市北区内山下２丁目４−６　（電話）08６-22６-7331
　　　　　　（FAX）08６-225-7283　　（E-mail）kensui@pref.okayama.lg.jp

岡山県からのお知らせ




